
電気通信市場検証会議 

「競争ルールの検証に関するＷＧ」開催要綱 

１ 目的

本会合は、「電気通信市場検証会議」の下に開催されるワーキンググループとして、電気

通信事業法の一部を改正する法律（令和元年法律第５号。以下「改正法」という。）が令和

元年 10月に施行され、移動系通信市場の競争を促進するため、通信料金と端末代金の完全

分離、期間拘束等の行き過ぎた囲い込みの是正のための制度等が整備されたことを踏まえ、

講じた措置の効果、移動系通信市場への影響、固定系通信も含めた競争環境等について、

評価・検証を行うことを目的とする。 

２ 名称

本会合は、「競争ルールの検証に関するＷＧ」と称する。

３ 主な検討事項

（１）改正法により講じた措置の効果や移動系通信市場への影響について

（２）利用者料金その他の提供条件、事業者間の競争環境等について

（３）その他

４ 構成及び運営

（１）本会合の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。

（２）本会合には、主査及び主査代理を置く。

（３）主査は、本会合を招集し、主宰する。主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときに

は主査に代わって本会合を招集し、主宰する。

（４）主査は、必要に応じて、構成員及びオブザーバー以外の関係者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。

（５）構成員は、本会合における情報の取扱いに関して、次の事項を遵守する。

① 構成員は、本会合で知り得た非公開の情報について、厳に秘密を保持するものとし、

総務省の書面による承諾なくして、第三者に開示しないこと。また、構成員を辞した後

も同様とすること。

② 構成員は、本会合で知り得た非公開情報に基づく活動を行わないこと。

（６）その他、本会合の運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。

５ 議事・資料等の扱い

（１）本会合は、原則として公開とする。ただし、主査が必要と認める場合については、非

公開とする。

（２）本会合で使用した資料及び議事概要は、原則として、総務省のウェブサイトに掲載

し、公開する。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の利益を害する

おそれがある場合又は主査が必要と認める場合については、非公開とする。

６ 庶務

本会合の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課において行う。



（別紙）

電気通信市場検証会議

「競争ルールの検証に関するＷＧ」

構成員等
（五十音順、敬称略）

【構成員】

相田 仁 東京大学 特命教授

大谷 和子  株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長

大橋 弘 東京大学 公共政策大学院 教授

北  俊一  株式会社野村総合研究所 パートナー

佐藤 治正  甲南大学 名誉教授

関口 博正  神奈川大学 経営学部 教授

長田 三紀  情報通信消費者ネットワーク

新美 育文  明治大学 名誉教授

西村 暢史  中央大学 法学部 教授

西村 真由美 全国消費生活相談員協会 IT研究会 代表

【オブザーバー】

公正取引委員会

消費者庁


